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はじめに 

江戸川区（以下「本区」という。）の障害者施策は、江戸川区長期計画『えど

がわ新世紀デザイン』に示されている基本構想、基本計画に基づき、実施計画

を策定して取り組んできました。平成 23 年度に策定された、基本計画（後期）

『えどがわ 10 年プラン』（H24～H33）においては、発達障害者（児）への支援

について基本施策として新たに掲げられたところです。 

 この間、平成 15 年度に支援費制度が導入、平成 18 年には障害者自立支援法

（以下、「自立支援法」という。）が施行され、障害区分ごとの施策から、精神

障害を含めて、一元的にサービスを提供するしくみへの改革が行われました。 

また、平成 17 年 4 月には発達障害者支援法（以下、「支援法」という。）が施

行されました。 

 この改革の動きに併せて、本区では自立支援法に基づき、第 1期（H18～H20）、

第 2期（H21～H23）「障害福祉計画」を策定し、障害者基本法に基づく「障害者

計画」（H21～H23）を策定しました。平成 23 年度は各計画の最終年であったた

め、次期計画（「障害者計画」H24～H33、「第 3期障害福祉計画」H24～H26）が

策定され、発達障害者（児）支援についての課題及び、取り組みについて示し

たところです。 

平成 23 年 4 月、発達障害に関する本区の関係部署の連携を図るため、福祉部

障害者福祉課に「発達障害調整係」が設置され、平成 22 年度から発足していた

庁内プロジェクトチームを引き継いだ「発達障害庁内連絡調整会議」及び、関

係機関の代表者や実務者で構成する「発達障害支援会議」を立ち上げ、今後の

支援のあり方について検討を重ねてきました。 

このたび、平成 24 年 3 月に「発達障害支援会議」がまとめた『江戸川区の発

達障害者（児）への支援のあり方についての提言』（以下「提言」という。）を

受け、本区が取り組むべき方針を策定しました。 

今後、この方針に示す施策の体系に基づき、支援の方向性を踏まえて、一歩

一歩進めていくため「まず取り組むこと」として掲げました。 

将来的には、ライフステージに応じた支援がされるよう、様々な条件を整え、

段階的に整備することを目指します。 
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１．「発達障害」の定義 

  発達障害の解釈は大きく「法律的な定義」と「医学的な診断分類」に分か

れています。 

 この提言においては、支援法の定義に基づき障害の範囲を定めます。 

支援法第 2 条において、「発達障害」とは、「自閉症、アスペルガー症候群

その他の広汎性発達障害、学習障害、注意欠陥多動性障害その他これに類す

る脳機能の障害であってその症状が通常低年齢において発現するもの」と定

義されています。 

  なお、医学的な診断基準としては、疾病の国際的な統計基準としてＷＨＯ

（世界保健機構）が公表している診断分類の「ＩＣＤ－１０」（疾病及び関係

保健問題の国際統計分類第 10 版）における、「心理的発達の障害（Ｆ８０－

Ｆ８９）」及び「小児（児童）期及び青年期に通常発症する行動及び情緒障害

（Ｆ９０－Ｆ９８）」に含まれる障害としています。他には、アメリカ精神医

学会の「ＤＳＭ―Ⅳ―ＴＲ」を診断指針としています。 

発達障害は、その特性の現れ方が人によってさまざまであり、支援を必要

としている人の実態を把握することはとても難しい状況です。また、人は誰

しも個性や欲求があり、尐なからず物事へのこだわりがあったり、コミュニ

ケーションが上手にできないなどと感じる人は多いのではないかと思います。 

障害と位置づけられる１つの目安としては、成長とともに自然に身につく

ことが身につかない、学習を積んでも獲得されない、生活する中で本人や周

りが困った状況を余儀なくされるなど、社会生活での不都合や支障をきたし

ている状況が障害と捉えられ、支援が必要とされています。 
 
 
 

 
 
 

 
 
「ＩＣＤ－１０」 

 「疾病及び関連保健問題の国際統計分類：International Statistical Classification of Diseases and Related 
Health Problems（以下「ＩＣＤ」と略）」とは、異なる国や地域から、異なる時点で集計された死亡や疾病のデータ
の体系的な記録、分析、解釈及び比較を行うため、世界保健機関憲章に基づき、世界保健機関（ＷＨＯ）が作成した

分類である。 
 最新の分類は、ＩＣＤの第１０回目の修正版として、1990 年の第４３回世界保健総会において採択されたものであ
り、ＩＣＤ－１０（１９９０）と呼ばれている。 

 現在、我が国では、その後のＷＨＯによるＩＣＤ－１０のままの一部改正の勧告である。ＩＣＤ－１０（２００３）
に準拠した「疾病、傷害及び死因分類」を作成し、統計法に基づく統計調査に使用されるほか、医学的分類として医
療機関における診療録の管理等に活用されている。  

 
「ＤＳＭ―Ⅳ―ＴＲ」 

精神障害の診断と統計の手引き Diagnostic and Statistical Manual of Mental Disorders、DSM）は、精神疾患に

関するガイドライン。精神科医が患者の精神医学的問題を診断する際の指針を示すためにアメリカ精神医学会が定め
たもので、世界保健機関による疾病及び関連保健問題の国際統計分類とともに、世界各国で用いられている。 
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発達障害 それぞれの特性について 

広汎性発達障害 

自閉症 

言葉の発達の遅れ 

興味・関心の範囲が狭く 

特定のものにこだわる、 

パターン化した行動をする、 

人とのコミュニケーションを 

とることが困難です 

アスペルガー症候群 

上記自閉症の特徴がありますが 

言葉の遅れ・知的な発達の 

遅れはありません 

 

注意欠陥多動性障害 
（ＡＤ／ＨＤ） 

不注意（集中できない） 

多動・多弁（じっとしていられない） 

衝動的に行動する 

（考えるよりも先に動く) 

 などの行動がみられます 

ＡＤ／ＨＤ（Attention Deficit / Hyperactivity Disorder） 

 

 

 学習障害（ＬＤ） 

「読む」「書く」「計算する」 

などの能力のうち 

特定のものが極端に苦手ですが、 

知的な発達の遅れはありません 

ＬＤ（Learning Disabilities） 

 

＊成長とともに身につくことが身につかない、学習を積んでも獲得されない、 

生活する中で本人や周りが困った状況を余儀なくされるなど、社会生活での不

都合や支障をきたしている場合に支援が必要となります。 
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２．発達障害をめぐる状況 

発達障害は他の障害と比べ、外から見えにくく、支援が届きにくいと言わ

れています。 

平成 17 年 4 月に支援法が施行され、発達障害者の心理機能の適正な発達

及び円滑な社会生活の促進のため、発達障害者を早期に発見、支援を行うこ

とが国及び地方公共団体の責務とされました。 

  同時に、発達障害を明確に定義し、それまで社会的な制度の狭間におかれ

てきた知的障害を伴わない発達障害者を支援の対象として位置づけました。 

さらに、平成 22 年 12 月の自立支援法の改正により、発達障害が障害者の

範囲に含まれることが法律上に明記され、平成 23 年 8 月の障害者基本法の

改正においても、障害者の定義のなかで、精神障害に含まれることが明示さ

れました。 

また、発達障害者へは、早期発見、早期の発達支援、保育、教育、放課後

児童健全育成事業の利用、就労支援、地域での生活支援、権利擁護及び家族

支援など、ライフステージにおける一貫した支援が行われることが求められ

ています。 

あわせて、医療・福祉・教育及び就労などの関連する部署がお互いに連携

する、関係機関同士のネットワークによる支援が必要です。 

 

 

３．江戸川区の発達障害者（児）の現況 

  発達障害はこれまでの障害者施策の対象であった「知的障害を伴う発達障

害」のほか、「知的障害を伴わない発達障害」の場合もあり、発達障害者（児）

の実態を把握することは難しい状況です。 

  平成 14 年に文部科学省が実施した、「通常の学級に在籍する特別な教育的

支援を必要とする児童生徒に関する全国実態調査」では、小中学校の通常の

学級に在籍している児童生徒で「学習面か行動面で著しい困難を示す割合」

は 6.3％といわれ、本区にあてはめると、約 3,600 人（平成 24 年 4 月 1 日の

6 歳～14 歳人口 56,832 人から積算）とも推測されます。また、平成 15 年に

実施した東京都の調査では、知的な遅れはないが学習面や行動面で著しい困

難を示す児童生徒の割合は 4.4％と報告されており、本区にあてはめると約

2,500 人と推計されます。しかしながら、いずれの調査も現場教師の回答に

基づいたものであり、発達障害であると確定できるものではありません。 
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  現在、発達障害のある（または疑いのある）子どもが支援を受けている本

区の主な機関は、育成室・情緒障害等通級指導学級・特別支援学級・特別支

援学校があります。身体や知的の障害、発達障害のある１歳６か月から小学

校就学前の子どもが通う育成室では、小岩・葛西の 2 か所の在籍数 216 人（平

成 24 年 4 月 1 日現在）のうち、約 6 割は発達障害があると捉えています。

また、平成 23 年 9 月に開室した 3 か所目の中央育成室は、発達障害のある

子どもを中心に 53 人（平成 24 年 4 月 1 日現在）が在籍しています。 

  区立小中学校には、情緒障害等通級指導学級が、小学校は全 73 校中 9 校、

中学校は全 33 校中 3 校に設置され、それぞれ、231 人・69 人が在籍（平成

24 年 5 月 1 日現在）しています。 

  育成室、情緒障害等通級指導学級ともに在籍者数は年々増加している状況

です。 

  本区では、保育園、区立幼稚園、区立小中学校の通常の学級に在籍する発

達障害が疑われる児童生徒への現場での対応を援助するため、介助員の配置

や、配慮を要する児童生徒への対応方法について保育士や教員などへ専門的

なアドバイスを行うため、医師や心理士等の専門家を派遣しています。 

  ライフステージに応じた支援をするためには、義務教育段階以降の青年期

を含めた成人期まで把握する必要もあります。しかし、成人の場合、精神疾

患などの二次障害が生じていることも多く、個人が抱えている障害状況の要

因を識別し、診断することは困難です。 

また、発達障害は、いじめや不登校、ニートやひきこもりなどの要因のひ

とつでもあるといわれ、発達障害者（児）への支援が直接関わりのないよう

に見える社会問題の解決の糸口となることも期待されるところです。 
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４．発達障害者（児）支援の江戸川区の課題 

本区ではこれまでも、乳幼児健診など早期発見体制の整備、相談体制の拡

充、関係職員及び教員への研修体制の充実など各部署において対応してきま

した。 

しかしながら、各部署の連携は十分とはいえず、その施策を活用できてい

ない状況です。また、成人期においては相談を含めた支援体制を充実させて

いく必要があります。 

このようなことから、平成 22 年度に庁内プロジェクトがまとめた５つの

課題を踏まえて、「発達障害支援会議」において発達障害者（児）への支援の

あり方を検討した提言がまとめられました。 

方針では、この提言でいただいた現状や課題、支援の具体案など意見を受

けて、目標を定め、支援の視点から施策の体系を位置づけ、支援の方向性に

沿って、まず取り組むべき事柄を整理しました。 

 

○施策の５つの課題 

・早期に発見し、早期の発達支援へつなぐための連携 

・乳幼児期から成人期までの一貫性のある支援 

・就労を含めた成人期以降の支援体制 

・発達障害者(児)に対する障害福祉サービスのあり方の検証 

・区民への発達障害に関する幅広い啓発及び周知 
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５．課題を解決するための目標と支援の施策体系 

施策の５つの課題を解決するために、発達障害者（児）支援の目標とそれに

対応する支援の施策体系を位置づけました。 

○江戸川区発達障害者（児）支援の目標 

発達障害者（児）に早期に気付き、一人ひとりの特性やニーズにあわせた

支援が受けられる状態を実現することを目標にします。 

 

○江戸川区発達障害者（児）支援の施策体系 

今後、施策体系に沿って順次施策を展開します。取り組みの優先順位は、早

期発見、早期の対応や支援を柱に、まずは、支援が不足しているところ、連携

の強化が必要なところに重点をおきます。 

この取り組みにあわせて、（仮）「発達障害児（者）支援センター」の機能も

段階的に充実させていきます。 

平成 24 年度に本区が実施している事業を施策体系に沿って示すとｐ14 の表

のようになります。 

発
達
障
害
者
（児
）の
ラ
イ
フ
ス
テ
ー
ジ
に
応
じ
た
支
援 

  
  

 
 

 
 

Ⅰ 早期発見 
   

１ 発見体制の充実 
      

 
 

  
   

 
 

 
   

１ 早期の相談体制整備 
 

 
 

 
  

 

 

 Ⅱ 早期の発達支援   

 
 

 
    

２ 早期の適切な支援 
 

     
 

 

 

   

 

 

  
  
  

 
  
  

 
 

１ ステージに応じた相談体制の強化 
   

 
  

        

 

   

 

 

  

２ 特別支援教育の推進 
    

Ⅲ 継続支援  
       

 

     
  

  
  

３ 就労支援 
 

 
   

 
 

   
  

 

 
 

   
  

４ 生活支援 
 

 
    

 
 

     

 
   

Ⅳ 普及・啓発   １ 本人・家族・地域 
      

 
   

    

 
  

  
  

１ 人材育成 
 

  
  

  

 
   

 
  

  
 

 
    

２ 社会資源の活用・育成 
 

  

Ⅴ 支援体制の整備 
 

 

 
     

 

 
  

  
  

３ 関係機関の連携 
 

  
  

  

 
  

  
  

 

 
  

  
  

４ 支援の起点となる施設の設置 
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Ⅰ―１ 

Ⅱ―１ 

６．「ライフステージに応じた支援」の方向性と取り組み 

江戸川区発達障害者（児）支援の施策体系（ｐ7）をもとに、今後の取り

組みの方向性を示し、さらに、当面の取り組みを【まず取り組むこと】とし

て示しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発見体制を充実させる 
 

 各種健診や集団の場で発見できる体制を整備する。 

【まず取り組むこと】 

・乳幼児健診（1.6 歳・3 歳）の健診項目を発達障害の早期発見の視点で検証します。 

・就学時健診で実施する学習適応検査内容を検討します。 

・集団の場で子どもと係わる保育士、幼稚園教諭、学校教諭などの支援者の発達障

害に関する専門知識が向上するよう、研修等を充実します。 

・早期発見から相談へつなぎ、早期の支援が受けられるよう、関係機関の連携を強

化します。 

 

 

早期発見のために 

早期に相談できる体制を整備する 

 
 

 身近な場所で子育ての視点から相談できるよう、垣根の低い相談 

機関（事業）を充実させる。 

 

【まず取り組むこと】 

・相談の垣根を低くし、子育ての視点から相談ができ、必要に応じて支援につな

げるための連携ルートを明確にします。 

・発達障害の疑いを心配する保護者へは、相談窓口を明確にします。 

・集団の場で子どもと係わる保育士、幼稚園教諭、学校教諭などの支援者の発達

障害に関する専門知識が向上するよう、研修等を充実します。 

・相談に係わる職員の発達障害に関する知識を向上させるため、研修の実施や参

加及び、支援者向け情報ガイド（マニュアル）を作成します。 

早期の発達支援に 

つながるために 

方向性 

方向性 
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Ⅱ―２  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

早期に適切な支援を受けられるよう 

整備する 

 
 

 家庭、集団の場で適切に支援がされるよう、支援者への支援を行う。 

 

【まず取り組むこと】 

・幼稚園、保育園、学校等の集団の場での対応力が向上するよう、研修体制の充

実及び、専門的なアドバイスをするため医師や心理士などを派遣する、訪問型

の巡回発達相談等を充実させます。 

・家庭での支援力が向上するよう、保護者向けの講演会等を実施します。 

・育成室、通級指導学級等の指導内容を家庭や在籍園・校で実践できるよう連携

を深めます。 

・発達障害やその疑いのある子どもたちが適切に配慮され、集団の場で健全な発

達が促されるよう、公立・私立の幼稚園や保育園などへどのような支援が必要

であるか検討します。 

早期の発達支援に 

つながるために 

方向性 
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Ⅲ―１ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ライフステージに応じた 

相談体制を強化する 
 

 各相談機関の連携を図る。 

 成人期の相談体制を整備する。 

 

【まず取り組むこと】 

・相談の垣根を低くし、子育ての視点から相談ができ、必要に応じて支援につな

げるための連携ルートを明確にします。 

・幼稚園、保育園、学校等の集団の場での対応力が向上するよう、研修体制の充

実及び、専門的なアドバイスをするため医師や心理士などを派遣する、訪問型

の巡回発達相談等を充実させます。 

・学齢期においては、特別支援教育コーディネーターやスクールカウンセラーと

の連携、教育研究所の機能の充実を図ります。 

・発達障害を心配する保護者や、青年期以降に相談のできる窓口を明確にします。

また、地域活動支援センター、障害者就労支援センター、健康サポートセンタ

ーが連携を図るとともに、発達障害者への対応力を向上させます。 

・相談に係わる職員の発達障害に関する知識を向上させるため、研修の実施や参

加及び、支援者向け情報ガイド（マニュアル）を作成します。 

・一人ひとりの記録を作成し、ライフステージを通じた支援の状況が把握できる

よう、支援シート（カルテ）を作成します。 

・フットワークのよい支援に向けて、発達障害支援コーディネーターの機能を検

討します。 

継続した支援 

を行うために 

＊地域活動支援センター：障害（主に精神）のある方およびその家族の方が、地域でより豊かな生活が送れ
るよう、相談・生活支援・地域交流などの活動を実施 

Ⅰ型は区内に３か所ある。 

方向性 
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Ⅲ―２ 

Ⅲ―３・４ 

  

特別支援教育を推進する 

 区立小中学校の特別支援教育の充実を図り、在籍校や家庭との連携を

充実させる。 

 

【まず取り組むこと】 

・特別支援教育に関する研修を推進します。 

・「特別支援教育検討委員会」において、ニーズに応じた支援の充実を検討します。 

・特別支援教育コーディネーターの役割を明確にし、校内委員会を活用します。 

継続した支援 

を行うために 

就労支援及び生活支援を 

充実させる 

 就労支援に必要なスキルを向上させる。 

 事業所の理解を深める。 

 福祉サービスを利用しやすいよう支援する。 

 

【まず取り組むこと】 

・就労支援のためのプログラムの研究を行います。 

・社会参加への適応力を高めるためのプログラムを検討します。 

・障害者就労支援センター及び地域活動支援センターの対応力を向上させます。 

・きめ細やかな相談の対応を行います。 

・支援が必要な方のニーズを様々な場面を活用して把握します。 

 

継続した支援 

を行うために 

方向性 

方向性 
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Ⅳ―１ 

Ⅴ―１ 

  
本人・家族・地域の理解を深める 

 区民全体の理解を促進するため、さまざまな対象者に向けた啓発事

業を実施する。 

 早期の気付き、相談につながるよう、保護者の理解を促進する。 

 

【まず取り組むこと】 

・発達段階に応じた年代別リーフレットを作成し、乳幼児健診、幼稚園、保育園、

小学校を通じて対象となる保護者へ配付します。 

・広報えどがわ、区ホームページを活用します。 

・一般区民向けの講演会を実施します。 

・地域の核となる町会・自治会、民生・児童委員などを中心に、研修や啓発事業

を実施します。 

普及・啓発の実施 

 支援に係わる職員等の支援力を向上させる。 

 児童発達支援事業所等の支援力を向上させる。 

 

【まず取り組むこと】 

・保育園及び幼稚園での対応力を向上させるため、体系的な研修を実施します。 

・関係する職員は研修へ積極的に参加します。 

・児童発達支援事業所等が実施する研修等に対して経費を助成します。 

支援体制を整備する 支援のための人材を育成する 

方向性 

方向性 
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Ⅴ―２・３ 

Ⅴ―４ 

支援の起点となる施設を設置する 

 社会資源を有効に活用し、 

関係機関との連携を深める 

 支援の重複や支援が途切れてしまうことのないように関係機関と

の連携を強化する。 

 医療、療育機関等、関係機関の連携を強化する。 

 児童発達支援事業所等と連携を強化する。 
 

【まず取り組むこと】 

・関係機関が連携し、情報の共有及び発達障害者（児）への支援をより一層向上

させるため、「発達障害支援会議」を設置します。 

・フットワークのよい支援に向けて、発達障害支援コーディネーターの機能を検

討します。 

・特別支援教育の地域の中核である特別支援学校の幼児教室や相談機能、幼稚園、

保育園、小中学校への訪問支援等を有効に活用します。 

・支援の中核となる（仮）「発達障害児（者）支援センター」を設置します。 

・「児童発達支援等事業所連絡会」を開催し、支援者の情報共有及び連携を図り

ます。 

・区内の発達障害に関わる医療及び療育機関の情報収集につとめます。 

支援体制を整備する 

 「（仮）「発達障害児（者）支援センター」を設置する。 
 
【まず取り組むこと】 

・平成 26 年度中の開所を目途に（仮）「発達障害児（者）支援センター」の役割や

機能について、既にある事業や資源との関係を含めて検討します。 

・育成室などの支援の場を拡充します。 

支援体制を整備する 

方向性 

方向性 
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７．江戸川区発達障害者（児）支援＜平成 24 年度の取り組み＞  
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「発達障害」に関する支援方針 

～ライフステージに応じた支援のつながりを目指して～ 

（平成２４年７月発行） 

 

編集・発行／江戸川区 福祉部 障害者福祉課 

〒132-8501 江戸川区中央１－４－１ 

電話０３（３６５２）１１５１（代表） 

http://www.city.edogawa.tokyo.jp/ 


